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1. はじめに 

木造住宅の耐震安全性への関心は, 1995 年兵庫県南部地震を契機

に急速に高まり, 制振技術に代表される新たな技術開発が活発化し, 
現在では市場に多くの製品が流通している. 2016 年熊本地震におい

て, 益城町では 2000 年以降に建設された住宅の約 5 ％が全壊相当

の被害を受けたが 1) , 入力レベルを勘案すれば, 木造住宅の耐震性

能は既に一定以上の水準にあると言えそうである. 一方, より高い

性能への需要に対応するのは必然で, その手立ての 1 つとして免震

構造の適用が考えられるが, 殊に戸建て住宅に対する普及が十分と

は言い難いのが現状であると考えている. 
その主たる要因は導入コストの問題で, 所有者が主に個人となる

戸建て住宅では, 数百万円となる費用の上乗せは, 免震構造を選択

しない十分な理由となる. コストが増加する主な要因として, 免震

層を構成する部材および工事費等の直接的な費用を除き, 技術の向

上によって改善が期待される課題は, 次の 2 つと考えられる. 1 つ
は地盤条件に起因する問題である. 免震構造は, 第 1 種地盤もしく

は第 2 種地盤で液状化のおそれのない敷地にのみ建設可能で 2) , そ
れは戸建て住宅, 正確には第 4 号建築物でも同様である 3) . しかし

この条件の確認には, スウェーデン式サウンディング試験等の比較

的浅い支持層を探す静的貫入試験によって, 敷地内の最低限の箇所

を調べるのが一般的な戸建て住宅の地盤調査では事足りず, 現実的

にはさらなる費用負担が必要となる. これに加え, 先行研究で有意

な知見は示されているが 例えば 4), 5) , 当該サイトの表層地盤増幅の評

価は, 常時微動測定等の利便性の高い方法を併用したとしても簡単

ではなく, 安全性の確保の観点から不可欠である一方, 普及の弊害

とも捉えられる. 

技術的に改善が可能と思われるもう 1 つの課題は, 免震層と上部

構造の接続に関するもので, 両者の間に鉄骨架台を設ける方法が広

く採用されている. この方法には複数の利点があり, 標準的な軸組

構法で RC 基礎に緊結する土台を, この鉄骨架台と接合することで, 
従来と同様の木造住宅をそのまま上部構造とすることができる点の

他, 架台の重量が上部構造に上乗せされることで, 免震効果が発揮

し易い. しかし, 鉄骨架台には RC 基礎と同等以上の性能が求めら

れ, 当然下部構造として RC 基礎は必要であることから, 単純に鉄

骨架台分の費用が上乗せされることになる. 
以上の課題を背景に, 本報は後者とした免震層との接続に関する

点を改善する木造住宅用の免震システムの開発を目的に, 検討を進

めた結果を報告するものである. 新たに開発する免震システムは, 
石場立ての伝統構法を 1 つの参考とし, それに復元力を持たせる構

成を基本に考案したもので, 具体的には土台に対して柱勝ちとした

主たる柱の柱脚部に免震金物と称する滑り機構を配し, それを凹型

球面で支持するものである. システムの概要を図 1 に示す. 
 

 
(a)従前の免震システム     (b)新たな免震システム 

図 1 新たな免震システムの概要 
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図 1 (b) に示すように, 本報で検討する免震システムは, 復元力

の発生機構となる鋼製の凹型球面を下部構造となる RC 基礎に埋

め込むことで, 合理的な免震層の構成を実現しようとするものであ

る. 同図 (a) に示した従前のシステムに比べ, 後述する周期で住宅

全体が上下することが予想されるが, それを許容することで大幅な

コスト削減が期待される. 上部構造を標準的な木造住宅と同一の方

法では設計できないこと, ダンパーの取り付け方法など, 今後検討

すべきことは多いが, 本報では期待される免震効果が得られること

を確認することに主眼を置き, このシステムの基本となる鋼製凹型

球面と柱脚免震金物の効果を実験と解析の両面から調べたものであ

る. 以降では, まず復元力の数式表現を整理すると共に, 2 通りの応

答計算手法をまとめる. 続いて, 免震効果を調べた振動台実験の結

果を示し, その結果より得られた知見を述べる他, 応答計算手法の

妥当性を検証した結果を示す. 
 

2. 免震システムの応答計算手法の構築 

2.1 摩擦を考慮した復元力の数式表現 

重力による復元力を期待した免震支承として, 凹型球面を用いた

システムは既に製品化されており, 多くの導入実績があるのは周知

の通りである. したがって, 応答計算手法に新規性はないと考えて

いるが, 文献調査の範囲では, 2 枚の球面で独立したスライダーを挟

んだ免震装置以外に 6) , 数値計算の方法が示された検討結果が確認

できなかった. 以上を踏まえ, ここでは次節に述べる計算アルゴリ

ズムの基本事項となる, 球面との接触に摩擦抵抗が発生する場合の

復元力の数式表現を整理する. まず摩擦の影響を考慮した復元力の

評価方法を示しておくことにする. 図 2 に柱脚免震金物と凹型球面

との力の釣り合いを示す. 

 

図 2 凹型球面と柱脚免震金物の力の釣り合い 
 

図 2 に示すように, 凹型球面の最低面の水平方向の位置を座標原

点とする柱脚免震金物の水平変位を x , 凹型球面の曲率半径を R 

とする. 同図の θ は, 接触面の法線方向と水平面の成す角で 

 

のように x の従属変数である. 同図に示した力は, 柱脚部に作用す

る重量 W と上部構造より伝達されたせん断力 Q の他, 球面の垂直

抗力 N と摩擦力 μN である. ここで摩擦力は当然, 運動と相反する

向きに作用するもので, 符号関数を導入して鉛直・水平方向の力の釣

り合いを整理すると, 次式が得られる. 
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式 (2), (3) でドット”・”は時間微分を意味し, 以降も同様である. 最
終的には, 式 (1) を式 (2) , (3) に代入し, 上部構造より伝達される

せん断力 Q について整理すると 
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となり, このせん断力 Q と釣り合う右辺が復元力を意味する. 式 
(4) から分かるように, 復元力の大きさは水平位置 x により決定さ

れるもので, 同式の摩擦係数 μ を動摩擦係数 μ d と読み替え, μ d = 
2.0 � 10�� とした場合の復元力特性を図 3 に示す. なお, 重量 W 

と凹型球面の曲率半径 R は, 後述する振動台実験の条件とし, W ≒ 
24 kN, R = 1000 mm と設定した. 
 

 

図 3 摩擦を考慮した凹型球面による復元力特性 

 
図 3 に示すように, 復元力特性は概ね直線状となり, 摩擦係数を

考慮することで Bi-linear 型の復元力特性でも表現可能と考えられ

る. ここで, 同図に示す 2 つの特性を線形回帰すると, 水平速度 𝑥𝑥�  
の正負に因らず, 傾き k = 2.47 × 10 -2 kN / mm が得られる. 回帰結

果が原点を通らないため厳密ではないが, 振動台実験に用いた試験

体重量 W から周期 T を求めると T = 1.98 s となり, これは凹型球

面の免震支承で広く利用される振り子の固有円振動数 ω = 重力加

速度 g / 曲率半径 R より求められる固有周期 T = 2.01 s とほぼ一

致し, 以上の記載に大きな誤りはないと判断される. なお, ここでは

水平方向を 1 自由度とした数式表現を整理したが, 2 自由度の場合

でも基本は変わらず, 式 (1) の成す角が 2 変数の従属変数となり, 
式 (4) の復元力も計算に成分を分解することで計算が可能となる. 
 
2.2 静摩擦・動摩擦を考慮した応答計算手法と簡略法 

本節では, 式 (4) とした復元力特性に加え, 静摩擦と動摩擦の別

も考慮した応答計算のアルゴリズムを整理する. 上部構造を剛体と

見做し, 対象とする免震層の水平変位 x のみを自由度とした場合, 
地動加速度を 𝑦𝑦�  とすれば運動方程式は, 先の式 (4) を参照して 
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といった単純な 2 階の微分方程式で表され, 数値積分により応答が

求められる. 式 (5) から分かるように, ここでは減衰を考慮してお

らず, 後述する振動台実験に対する検討でも同様とした. 
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 ここで静摩擦係数 μ s と動摩擦係数 μ d を使い分ける方法を考え

ると, 式 (5) が力の釣り合い式となることに代わりはないが, 慣性
力が静摩擦係数と重量の積 μ s W 以下となれば運動が停止するわけ

で, その結果, 相対速度 𝑥̇𝑥, 相対加速度 𝑥̈𝑥 は 0 となる. これらの制
御には適切な条件分岐が必要で, 本研究では図 4 に示すアルゴリズ
ムを用いた. この他, 数値積分には Runge-Kutta 法を採用し, 計算
の時間刻み Δt = 1 / 200 s とした. 
 

 
図 4 静摩擦の影響を考慮する計算アルゴリズム 

 
以降に述べる振動台実験の結果に対するシミュレーション解析で

は , 上記の方法を精算法として採用する他 , 簡略法として単純な 
Bi-linear 型の復元力特性を採用した結果も併せて示すこととした. 
簡略法の設定は, 次の通りである. まず, 後述する静的試験より得ら
れた今回の試験条件下での静摩擦係数 μ s = 4.0 × 10 -2 を, 式 (4) の
摩擦係数に μ 代入し, 結果として得られる復元力特性を Bi-linear 
に置換した. 具体的には, 式 (4) より得られる復元力特性の線形回
帰により, 2 次剛性 k 2 = 2.54 × 10 -2 kN / mm と水平変位 x = 0 の
ときの荷重の大きさを定め, さらに計算が不安定とならずに k 2 に

対して十分に高い剛性として 1 次剛性 k 1 = 1500 k 2 と設定した. 原

点を通る傾き k 1 の直線と, 先の回帰直線で必要な条件は設定され
ており, 参考までに Bi-linear 型の復元力特性の降伏変位 x y を示

すと x y = 0.03 mm としたことになる. なお, 本報のシミュレーショ
ン解析では, 簡略法の数値計算でも構造減衰は考慮しておらず, 数
値積分その他の解析条件は精算法と同様である. 
 
3. 振動台実験による免震効果の検証 

3.1 上部構造・下部構造の試験体の設計 

本研究では, 考案した免震システムが期待した復元力を発揮でき
ることを確認するため, 振動台実験を実施した. 振動台は九州大学
が所有するもので, 小型のためストローク変位が ± 150 mm に制限
されるが, 基礎試験としては十分な性能と判断した. 試験体は, 下部
構造を振動台に固定し, 柱脚免震金物より上の軸組架構を 1 F 床レ
ベルまでとした要素試験体とすることを基本に設計を進めた. 実施
した実験のセッティングは, 図 5 (a) に示す通りである. 
下部構造となる, 鋼製凹型球面を埋め込んだ RC 基礎に相当する

試験体は, 振動台と固定する 2 本の H 形鋼を平行に配し, 十字に
組んだ溝形鋼（図 5 (a) の黒い部材）をガイドに, 4 枚の凹型球面を
均等に並べたものである. 下部構造の製作は, 試験時と天地を逆転
させて行い, 図 5 (b) に示す断面図で上端となる面を揃えるため, H 
形鋼, 溝形鋼, および凹型球面を天地逆転させて水平面に並べ, 4 辺
のうち H 形鋼がない 2 辺に型枠を設置し, さらに振動台据え付け
時の曲げを防止する程度の配筋をして, コンクリートを打設した. 
コンクリートは天地を逆転させて状態で H 形鋼の上フランジの中
間程度までとし, 1 週間程度の養生後にセルフレベラーを上端面ま
で打つことで, 振動台との設置面を可能な限り平滑にした. 
これに相対する上部構造は, 1 階床レベルまでの木造軸組の試験

体で, 上記の凹型球面の最低面の位置と, 柱芯が一致するように計
画した. 図 5 (c) に伏図を, 図 5 (d), (e) に各方向の軸組図を示して
ある. 各図に示す通り, 150 mm × 390 mm の土台梁（スギ集成材）
と, 150 角の柱（スギ製材）を柱勝ち収まりで接合するもので, 各接
合部は M 16 ボルトと短ホゾで構成した. 1 階床面は, 水平構面の
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図 5 試験体の全体概要と試験体および計測箇所 
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応答を無視できる仕様として 24 mm 合板を採用し, その剛性確保

と上載荷重となる鋼製の錘を固定するため, 土台梁の間に 150 mm 
角の小梁を配置した. 柱脚部に配する免震金物は, 今後改良予定で

あるが, 本試験ではステンレスの円柱の 1 面を半球体状に削り出す

ことで製作したもので, 柱にグルードインロッド形式で埋め込んだ

全ネジのボルトに締め付けることで固定した. 
 ここで試作した免震金物に期待する滑動は, 固体間の境界摩擦と

なるため摩擦係数が大きく, 試験目的である復元力の確認が困難で

あった. これを改善するため, 実施した試験では図 6 に示すように, 
鋼製凹型球面にシャーシグリスを塗布し, さらに柱脚免震金物の下

にテフロンシートを挟んだ上で各試験を実施した. 
 

 
図 6 振動台実験における滑動面の概要 

 
図 6 に示す通り, 本試験で採用した改善策はテフロンシートを柱

脚免震金物と凹型球面に挟んだだけであるが, シャーシグリスとテ

フロン間の摩擦が最も小さかったようで, 試験前後で柱脚免震金物

とテフロンシートの間に変化がなかったことを目視により確認した. 
この他, 上載荷重は 2.0 tonf とし, 1 枚 500 kgf の鋼板 4 枚を試

験体とボルトで緊結した. 結果として, 上部構造となる木造軸組全

体の重量は, ロードセルで直接計測した結果, 約 2.4 tonf となり, 
後述する加振試験のせん断力の評価や, シミュレーション解析に用

いる質量は, この結果に基づくものである. 
 
3.2 計測計画 

 本報でシミュレーション解析の比較等で用いる計測結果は, 加振

方向における上部構造の応答加速度, 応答変位である. 応答加速度

の計測箇所は, 図 5 (c) に赤字で併記してある a x , a y , a z で, これら 
1 階床レベルの試験体中央での記録のうち, 加振方向である a y を

そのまま応答値とし, これに質量を乗じることで免震層に生じたせ

ん断力を評価した. 応答変位は, 図 5 (d) に赤字で併記した d 1 , d 2 , 
d 3 の位置にレーザー変位計を取り付け, それと振動台外の不動点と

の相対変位を計測した. 免震層の応答変位は, 3 点の計測結果の平均

値から振動台の水平変位を差し引き評価したものである. 
上記の他, 実際の試験では 5 箇所 15 成分の加速度記録, 2 箇所

の変位計測と共に, 軸組接合部のボルトの軸歪みや柱の変動軸力な

ども測定しているが, 本報では結果を示さないため記載を省略する. 
なお, これら追加の計測点と共に振動台上の加速度および変位記録

は制御機器の出力から併せて計測しており, それらすべてのサンプ

リング周波数は 200 Hz である. 

3.3 入力波の設定 

本実験は免震システムの基本的な運動の把握が目的であるため, 
入力波には単純なパルスである Ricker 波を採用した. Ricker 波は,  

  2 2 22 2 2
0( ) 1 2 f tf t A f t e     

で与えられ, 時刻 t を変数に振幅 A 0, 振動数 f を定めることで波

形が決定できる. 2.1 節で述べた通り, 本試験で採用した凹型球面の

曲率半径から定まる周期は約 2.0 s である. これを踏まえ, 入力波

には式 (6) の振動数 f = 0.5 Hz とした場合と, その 2 倍の f = 1.0 
Hz とした場合の 2 種類を用意することとした. 具体的には, 振動

台の限界性能を踏まえ, 最大速度 A 0 = 45 kine とした速度波形を式 
(6) より求め, その 1 階微分である加速度時刻歴を入力波とした. 
入力波の概要として各振動数の Ricker 波の時刻歴と擬似速度応答

スペクトル（ h = 5 % ）を図 7 に示す. 
 

 

図 7 入力波の概要（左：時刻歴, 右：擬似速度応答スペクトル） 

 
図 7 には, 日本建築センター波 BCJ – Lv.1 を振動台の限界性能

にあわせて 0.6 倍した加速度時刻歴と擬似速度応答スペクトルも併

記してある. 同図の結果より, 1 階微分により僅かに短周期側にピー

クが移動するが, 想定される免震周期と概ね対応する Ricker 波が

作成できたことが確認できる. またその大きさは 100 kine 近い応

答レベルであり, 検証実験として適当な設定と判断される. なお, 本
実験では一連の加振スケジュールの一部として, 図 7 に併記した日

本建築センター波による加振も実施しているが, 同図から予想され

る通り, 応答が小さく, 結果としてノイズレベルが高い試験結果が

得られたため, 本報では示さないこととした. 
 

4．試験結果とシミュレーション解析 

4.1 静的試験による静摩擦係数の把握 

Ricker 波による加振試験より前に, 今回の試験条件下における静

摩擦係数 μ s を得ることを目的に, 静的試験を実施した. この試験は, 
凹型球面の中心と上部構造の各柱芯が一致するようにセッティング

した状態で, 上部構造にチェーンブロックによって水平力を与え, 
上部構造が動き出す瞬間の水平荷重を計測したものである. 試験の

結果, 上部構造の移動に必要な水平荷重は約 1.0 kN で, これを重

量で除すことで静止摩擦係数 μ s = 4.2 × 10 -2 が得られた. 以降に示す

シミュレーション解析ではこの静摩擦係数 μ s を採用し, さらに次

節で検討する動摩擦係数 μ d を別途設定できる精算法によるシミュレ

ーション解析では, 動摩擦係数 μ d が静止摩擦係数 μ s = 4.2 × 10 -2 

以下となることを 1 つの判断根拠として検討を進めた.  
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4.2 強制変位による自由振動試験 

本節では入力の影響を受けない自由振動の状態を取り上げ, 動摩

擦係数 μ d の設定を検討する. 凹型球面の中心と上部構造の各柱芯が

一致した状態を基準位置, すなわち水平変位 x = 0 の状態とし, そ
こから x = 300 mm の位置まで上部構造をクレーンで吊り上げた状

態で移動させ, 両者がタッチする瞬間にクレーンを急降下させて, 
その後の自由振動を計測したものである. 試験結果を精算法による

解析結果と共に図 8 に示す. 
 

 

図 8 自由振動試験の結果による動摩擦係数の検討 

 
図 8 では, 次に述べる加振試験の解析条件を検討するため, 動摩

擦係数 μ d について μ d = 3.0 × 10 -2 , 3.5 × 10 -2 および 4.2 × 10 -2（= 
静摩擦係数 μ s ）の 3 段階を設定し, それぞれのシミュレーション

解析の結果を比較して示してある. 同図の結果より, すべての計算

結果に共通する特徴として, 静摩擦係数を考慮する精算法では, 応
答加速度が不連続となっていることが分かる. 実験ではこのような

不連続な結果を得られていないわけだが, その要因には, 停止の瞬

間にデジタルデータとしてサンプリングされていないことが考えら

れ, 上部構造のみの応答を無視すれば, 停止した状態では剛体応答, 
すなわち入力加速度がそのまま絶対加速度となることは, 理論的に

誤りではないと考えられる. 
 この試験の目的であった動摩擦係数による解析結果の差異に着目

すると, 検討範囲で動摩擦係数 μ d が最も小さい μ d = 3.0 × 10 -2 が全

体の傾向を最もよく捉えられていると判断される. 一方で, 応答変

位の最大値の追跡精度のみに着目すると, 検討範囲で動摩擦係数 μ d 

が最も大きい μ d  = 4.2 × 10 -2 が, 高い精度を有していることが分

かる. 未だ試作段階にある免震金物に関して, 安定的な摩擦特性を

発揮していない可能性など, 設定と結果に齟齬が生じる要因はいく

つか考えられるが, それは今後の検討課題とし, 以降の Ricker 波
に対するシミュレーション解析には, 以上の解析結果を勘案し, 検
討の中間である μ d  = 3.5 × 10 -2 を採用することとした. 
 

 

4.3 パルス波による加振試験 

 以上に述べた検討結果を踏まえ, 2 種類の Ricker 波に対する振

動台実験の結果と, 精算法と簡略法による解析結果を比較し, 応答

計算手法の特徴を把握する. まず, 実施した試験条件の固有周期と

一致する振動数 f = 0.5 Hz の Ricker 波による加振試験の結果と 2 
種類の計算結果を比較して図 9 に結果をまとめる.  
 

 

図 9 Ricker 波 ( f = 0.5 Hz )による解析精度の検証 

 

図 9 の結果のうち, まず応答変位の時刻歴に着目すると, いずれ

の計算手法でも, 実験結果と異なる周期で振動しており, 特に最大

応答以降で大きく乖離していることが読み取れる. この要因は, シ
ミュレーション解析において上部構造を剛体と仮定したためと考え

られ, 本実験でも軸組架構に応答があったものと推察される. この

点は, 今後の検討で上部構造を含めたモデルの構築により, 改善さ

れると考えている. 全体的には, 精算法の解析結果の方が僅かに計

算精度は有意であるが, Bi-linear で近似した簡略法でも実験結果を

比較的よく再現しており, 最大応答の予測精度も良好と判断される.
また, 履歴曲線に着目すれば, 両者の差異はあまり大きくなく, 諸々

の解析条件の設定は適当であると判断される. 続いて, 振動数を 2 
倍とした Ricker による結果の比較を図 10 に示す. 
 

 

図 10 Ricker 波 ( f = 1.0 Hz )による解析精度の検証 
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図 10 の結果より, 基本的な傾向は図 9 と同様であるが, 履歴曲

線に着目すると, 試験結果のせん断力が高いことが特徴として挙げ

られ, これには 2 つの要因が考えられる. 1 つは試験条件に起因す

るもので, 試験の滑動面, すなわちグリスとテフロンによる潤滑効

果が一定でないことが要因の 1 つとして推察される. これは, 今後

進める免震金物の改良によって性能を安定化させる計画である. も
う 1 つは解析条件を要因とするもので, 先にも述べた通り, 本報で

実施した応答計算では上部構造を剛体と仮定している点で, それら

の応答を考慮すれば当然ながら柔性による加速度増幅が生じるため, 
試験結果のせん断力が大きく計算されることになる. この点につい

ても, 上部構造を含めたモデルを構築すればよく, 上部構造の計画

方法の検討と並行して, 応答計算手法も改善していく計画である. 
 
5. まとめ 

本報では, 新たに考案した木造住宅を対象とする免震システムに

ついて, その基礎となる免震効果の確認を目的に, 実験と解析の両

面からその性質を調べた. 得られた知見は次の通りである. 
・ 静摩擦係数と動摩擦係数の影響を考慮した応答計算手法を構築

し, その妥当性を振動台実験との比較により検証した.  
・ 復元力特性を Bi-linear で近似した簡略的なモデルでも, 最大

応答変位の推定精度は必要十分と判断された. 
・ 期待した免震効果が確認されたため, 今後, 免震金物の改良と

上部構造を含む応答計算手法の構築を進めると共に, 考慮でき

ていない性質である, 速度や面圧に対する依存性をはじめ, 繰
り返し応答による凹型球面の性質変化等の検証が必要である. 
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